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Disclaimer

本資料には、将来の見通しに関する記述が含まれています。これらの記述は、当該記述を作成し
た時点における情報に基づいて作成されたものにすぎません。さらに、こうした記述は、将来の
結果を保証するものではなく、リスクや不確実性を内包するものです。実際の結果は環境の変化
等により、将来の見通しと大きく異なる可能性があることにご留意ください。

上記の実際の結果に影響を与える要因としては、国内外の経済情勢や当社の関連する業界動向等
が含まれますが、これらに限られるものではありません。

今後、新しい情報・将来の出来事等があった場合において、当社は、本資料に含まれる将来に関
するいかなる情報についても、更新・改訂を行う義務を負うものではありません。

また、本資料に含まれる当社以外に関する情報は、公開情報等から引用したものであり、かかる
情報の正確性、適切性等について当社は何らの検証も行っておらず、またこれを保証するもので
はありません。

※端数の処理について、単位未満を切捨て、パーセントは小数点第一位未満を切捨てとしております。
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Summary

2025年12月期 連結業績実績

営業収益

経常利益

営業利益

親会社株主に
帰属する

当期純利益

335.1億円
前期比

＋11.0％

22.6億円
前期比

＋0.3％

23.0億円
前期比

＋2.7％

14.0億円
前期比

＋2.0％

・８期連続の増収増益（業績開示しております2018年12月期以降）

・複数拠点開設及び移転に伴うイニシャルコスト増加により
年度予想を下回る

ROIＣROAROE
11.5%（-0.3pt.）7.2%（-0.6pt.）18.3%（-2.7pt.）

※（）内 前期比増減



Ⅰ

2025年12月期
連結業績実績
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2025年12月期 ハイライト（前期比・予想比）

予 想 比前 期 比2 0 2 5年 1 2月期
実績

2 0 2 5 年 1 2 月 期
予 想

2 0 2 4 年 1 2 月 期
実 績

［百万円］

達成率増減率増減額営業収益比金 額営業収益比金額営業収益比金 額

100.6%✚11.0%✚3,32533,51533,30030,190営 業 収 益

92.2%✚2.7%✚616.8%2,3047.5%2,5007.4%2,243営 業 利 益

90.6%✚0.3%✚86.7%2,2667.5%2,5007.4%2,257経 常 利 益

93.4%✚2.0%✚274.1%1,4024.5%1,5004.5%1,374親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益

58.1862.2457.47
1 株 当 た り
当 期 純 利 益
［ 円 ］

✚2.0013.00

（予定）12.00
11.00配 当 金 ［ 円 ］

※「１株当たり当期純利益」「配当金額」につきましては、
2025年10月1日付の株式分割の影響を考慮した金額を記載しております。
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業績ハイライト（通期）

※年平均成⾧率（CAGR）:(N年度の数値÷初年度の数値)＾１{1÷(N-1)}-1

（百万円）

20,029 23,022 26,322 30,190 33,515

8.9%

14.9% 14.3% 14.6%
11.0%

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

0
5,000

10,000
15,000
20,000
25,000
30,000
35,000
40,000

2021.12 2022.12 2023.12 2024.12 2025.12

営業収益

営業収益 前年比成⾧率

1,117 1,301
1,796

2,243 2,304

5.5% 5.6%

6.8% 7.4% 6.8%

0.0%

2.0%

4.0%

6.0%

8.0%

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

2021.12 2022.12 2023.12 2024.12 2025.12

営業利益

営業利益 営業収益比

（百万円）

1,207 1,376
1,817

2,257 2,266

6.0% 5.9%
6.9%

7.4%
6.7%

0.0%
1.0%
2.0%
3.0%
4.0%
5.0%
6.0%
7.0%
8.0%

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

2021.12 2022.12 2023.12 2024.12 2025.12

経常利益

経常利益 営業収益比

（百万円）

851 873
1,123

1,374 1,402

4.2%
3.7%

4.2% 4.5%
4.1%

0.0%

1.0%

2.0%
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親会社株主に帰属する当期純利益

親会社株主に帰属する当期純利益 営業収益比

（百万円）

上場後のCAGR
12.7%
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2025年12月期 損益状況｜営業収益増減要因分析

物 流 事 業
2 9 , 4 0 2  

3 0 , 1 8 9  

物 流 事 業
3 2 , 6 5 9  

そ の 他
7 8 7  

（ 物 流 事 業 ）

✚ 3 , 2 5 7

✚ 1 1 . 0 ％

（ そ の 他 ）

✚ 6 8

✚ 8 . 7 ％

そ の 他
8 5 5  

2 0 2 4 年 1 2 月 期 2 0 2 5 年 1 2 月 期

33,515

30,190

 自動車整備業の増収
 保険代理店業の増収
 Jobs外販による増収

 事業拡大による成⾧

 新規拠点開設による増収
 前期稼働、既存業務拡大による増収

 生活物資の消費が堅調に推移

 取扱量の増加および商品単価の上昇

前 期 比2 0 2 5 年 1 2 月 期 実 績2 0 2 4 年 1 2 月 期 実 績［百万円］
増減率増減額金 額金 額

✚11.0%✚3,32533,51530 ,190営業収益
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営業収益の四半期推移（新規・前期・既存）

（百万円）

新規顧客からの業務受託、既存顧客の業務拡大に
よって、新規業務で大きく増収

物流基盤の拡大、既存顧客のシェアアップの
効果により前年同期比で増収

6,255 
6,710 6,785 7,012 7,123 

7,673 7,744 
7,830 

527 

570 573 
581 383 

361 354 348 

149 

232 
373 

417 

44 

234 645 771 

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

既存業務 前期稼働業務 新規稼働業務 ■既存業務（4Q）

2025年12月期第４半期
（前年同期比）

◆新規業務 ＋353百万円

◆前期稼働 ▲ 233百万円

◆既存業務 ＋818百万円
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2025年12月期 損益状況｜営業総利益増減要因分析
前 期 比2 0 2 5年 1 2月期実績2 0 2 ４ 年 1 2 月 期 実 績

［百万円］
増減率増減額営業収益比金 額営業収益比金 額

✚4.6%✚16711.2%3,78211 .9%3 ,615営業総利益

3 , 6 1 5  3 , 7 8 2  

2 0 2 4 年 1 2 月 期 2 0 2 5 年 1 2 月 期

 営業収益が堅調に推移

 新規業務稼働による増収

 取扱量の増加および商品単価の上昇

 前年発生の一時コストの減少

 維持修繕費や事故弁金などの減少

 不動産取得税などの租税公課が減少

 新規業務稼働に伴う物流原価増加

 稼働前のイニシャルコスト発生

 安定稼働に向けた研修期間の発生

 賃上げや協力会社の料金見直しなど物流原価増加

 拠点の移転や閉鎖に伴う一時コストの発生

 センター移転時の原状回復費用の発生

 移転の前倒しに伴う旧センターへの賃料負担

減 益
要 因

増 益
要 因
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2025年12月期 損益状況｜利益構造

17,771 20,527 
23,248 26,574 29,733 

1,140 1,193 

1,278 
1,372 

1,477 

1,117 1,301 
1,796 2,243 2,304 

82%

84%

86%

88%

90%

92%

94%

96%

98%

100%

2021年12月期 2022年12月期 2023年12月期 2024年12月期 2025年12月期

営業利益

販管費

営業原価

労務費｜構内スタッフ・ドライバー
外注費｜協力会社費用 他

人件費｜管理スタッフ 他
88.0

89.1

4.5

利益構造の推移 ［百万円］

88.7

4.8

88.3

4.4

5.1 ●販管費率
前期比 0.1ポイント

●原価率
前期比 0.7ポイント

5.6

88.7
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2025年12月期 損益状況｜営業利益増減要因分析
前 期 比2 0 2５年 1 2月期実績2 0 2 ４ 年 1 2 月 期 実 績

［百万円］
増減率増減額営業収益比金 額営業収益比金 額

✚2.7%✚616.8%2,3047 .4%2 ,243営 業 利 益

＋0.3%＋86.7%2,2667 .4%2 ,257経 常 利 益

＋2.0%＋274.1%1,4024 .5%1 ,374
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益

2 , 2 4 3  2 , 3 0 4  

2 0 2 4 年 1 2 月 期
営 業 利 益

2 0 2 5 年 1 2 月 期
営 業 利 益

減 益
要 因

増 益
要 因

 事業拡大による営業収益の増収

 既存拠点の安定稼働による増益

 賃上げおよび組織改編による管理人件費増加

 新規業務稼働に伴う物流原価増加

増 益
要 因
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2025年12月期 損益状況｜営業利益増減要因分析

予 想 比実績予想
［百万円］

達成率増減額営業収益比金 額営業収益比金 額

92.2%ー1956.8%2,3047 .5%2 ,500営 業 利 益

予想を下回った要因について

【通期（１月～12月）】

通期

下半期

・全国14拠点において新たに物流センターを開設したことによる、初期投資や立ち
上げに伴う関連費用が増加

・Jobsを活用した原価管理の徹底や、既存拠点の稼働率向上により、当初は予想を
上回るペースで進捗

・東海SCMセンターの移転に伴い、一時的なコストが発生
営業原価が想定を上回る結果に

通期の営業利益 予想比195百万円下回る
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2025年12月期 損益状況｜営業利益増減要因分析

◎移転の概要（2025年9月）
・既存の食品専用SCMセンターを、当社初となる食品・日用雑貨を一体で取り扱うハイブリッド型の
大規模物流センターへ移転・拡張

・食品・日用雑貨双方の物流センター運営ノウハウを有する当社だからこそ可能な取り組み

◎取り組みの狙いと特徴
・お客様との協働により、複数カテゴリーを一体で支える新たな物流モデルに挑戦
・将来的な物量拡大やサービス高度化を見据えた先行投資型の拠点として、中⾧期的な収益性・
競争優位性の向上を目指す

◎2025年度業績への影響（一時的要因）
・移転に伴う旧センターへの賃料負担や原状回復費用などイニシャルコストが発生
・期首計画で利益貢献を見込んでいたが、立ち上げ過程でランニングコストが先行して発生
→計220百万円の悪化

◎中⾧期的な価値創出
・本件は短期的には利益に影響したものの、中⾧期の成⾧を見据えた戦略的投資であり、
今後の収益回復・拡大を目指す

東海SCMセンターの移転・概要
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営業利益率の四半期推移
・「Jobs」に蓄積されたデータを分析し、

予測される物量に合わせ、原価コントロールを徹底

・物流資源の有効活用（既存拠点での新規業務開始）

2025年12月期第４四半期 営業利益率:6.3％ 例年に比べて大きく低下
・東海SCMセンター移転に伴う原状回復費用等の一時コストが発生
・拠点の拡大や雑貨業務の稼働により、安定稼働に向けた人材確保や業務習熟

に時間を要し、作業コストが増加。新規業務で利益率を押し下げた。

6,176
5,804

6,502
6,778

7,236
6,933

7,513
7,732

8,011

7,551

8,269
8,744

8,950

2022.1Q 2Q 3Q 4Q 2023.1Q 2Q 3Q 4Q 2024.1Q 2Q 3Q 4Q 2025.1Q 2Q 3Q 4Q

（百万円） ■営業収益

3.9% 4.1%

6.0%

8.0%

4.9%

7.1% 7.2%
7.6%

4.7%

7.8%
7.3%

9.4%
7.2% 7.5%

6.5% 6.3%

営業利益率向上の取り組み

営業利益率

5,156
5,617

6,071
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2025年12月期 財務状況（前期比）
主 な 増 減 要 因

前 期 比2 0 2 5年 1 2月期末2 0 2 ４ 年 1 2 月 期 末
［百万円］

増減率増減額構成比金 額構成比金 額

• 営業未収入金 ✚340✚5.4%✚46845.1%9,14547.6%8,676流 動 資 産

• 土地 ✚1,298
• 建物及び構築物 ✚447
• リース資産 ✚255
• 建設仮勘定 △378

✚16.4%✚1,57454.8%11,12152.3%9,546固 定 資 産

✚11.2%✚2,043100.0%20,266100.0%18,222資 産 合 計

• 営業未払金 ✚294
• 短期借入金 △500
• 未払法人税等 △157

△4.3%△27930.5%6,18735.4%6,467流 動 負 債

• ⾧期借入金 ✚846
• リース債務 ✚259✚27.2%✚1,15926.7%5,41623.3% 4,256固 定 負 債

✚8.2%✚88057.2%11,60458.8%10,724負 債 合 計

• 利益剰余金 ✚1,028✚15.5%✚1,16342.7%8,66241.1%7,498純 資 産 合 計

✚11.2%✚2,043100.0%20,266100.0%18,222負債・純資産合計

✚1.2pt40.1％38.9％自 己 資 本 比 率

※自己資本比率は非支配株主持分を除いて算出
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2025年12月期 キャッシュ・フロー状況

4,774 4,607 

2,213 
2,110 

269 

2024年12月期末

現金及び現金同等物

営業活動による

キャッシュ・フロー

投資活動による

キャッシュ・フロー

財務活動による

キャッシュ・フロー

2025年12月期末

現金及び現金同等物

［百万円］

安定した財務バランス
の為の支出

事業規模拡大
に伴う投資

業務拡大による収益増
業務合理化による利益増

前期比
△166

• 税金等調整前当期純利益
+2,269

• 減価償却費 +758
• 法人税等の支払額 △867
• 売上債権の増加 △340

• 有形固定資産の取得 △2,023 • ⾧期借入金による収入 ＋1,900
• ⾧期借入金の返済 △907
• 短期借入による純減額 △500
• 配当金の支払 △373
• ファイナンス・リース債務返済 △335
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設備投資・減価償却費

1,490 

1,003 

1,373 

1,078 

2,405 

570 640 667 709 758 

2021年12月期 2022年12月期 2023年12月期 2024年12月期 2025年12月期

設備投資 減価償却費

［百万円］

業務受託拡大に対応した
自社物流拠点の新築・増築、計画的な設備投資

• 福井SCMセンター 建設 1,127

• 白山センター 増築 647

• 北関東SCMセンター 増築 709

• 車両（リース含む）239
• 北関東SCMセンター増築 162
• 太陽光発電設備 67

• 富山SCMセンター建設 562
• 車両（リース含む） 417
• DAS、ハンディ・ラック 190



Ⅱ

Topics
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Topic１ 物流拠点関連
■第4四半期（10月～12月）に新規拠点3拠点を開設

グループ会社取扱商品開設日所在地センター名

酒類10月20日愛知県小牧市小牧LC

日用雑貨10月31日埼玉県さいたま市岩槻センター

食品11月３日石川県金沢市金沢TTC

グループ会社取扱商品開設日所在地センター名

食品・酒類・日用雑貨１月５日三重県松阪市松阪TC

食品・酒類・日用雑貨１月５日和歌山県海南市海南TC

■2026年１月 新規拠点２拠点を開設

●2025年12月期末時点 拠点数累計 71拠点
（2025年12月期 新規拠点:14拠点 閉鎖:３拠点 移転:1拠点）

和歌山県に初進出
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Topic１ 物流拠点関連

取扱商品開設日センター名

酒類10月20日小牧LC

日用雑貨10月31日岩槻センター

食品11月３日金沢TTC

●第３四半期
取扱商品開設日センター名

食品・酒類３月１日野田センター

医薬品３月24日金沢鞍月センター

●第２四半期
取扱商品開設日センター名

食品・日用雑貨４月11日富山SCMセンター

食品・酒類４月22日金沢海浜センター

食品６月４日三重低温センター

食品６月17日富谷DC

食品６月17日常総DC

食品６月17日芳賀DC

食品６月17日伊勢崎DC

●第１四半期

●第４四半期

取扱商品開設日センター名

日用雑貨８月２日厚木猿ヶ島
センター

食品９月16日福島DC

■2025年12月期 新規拠点一覧
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Topic２ 「2024年問題」への対応

■物流総合システム「Jobs」による物流DX化・見える化

≪対応状況≫

2024年度:時間外労働時間を月間75時間に設定
→労働時間の削減に伴い、賃金が減少しないようにベースアップも実施

●2025年度:月間70時間を目標にオペレーションを開始

■2025年度より時間外労働時間 月間70時間でオペレーションを開始
・2019年より先行して対応
・業務の見直しを行い、問題なく業務遂行ができることを

確認しながら、段階的に時間外労働時間の削減を図る

将来的に月間60時間以内を目指す

（時間外労働時間/月）

80時間

75時間

70時間

60時間
年間720時間
（将来目標）

年間900時間

年間960時間
(法令による制限)

将来
2023年10月～

2024年度
～2023年10月

年間840時間
（当社目標）

2025年度～

PMS TMS

WMS

CMS

BMS

PMS
（勤怠）

QMS

DMS

Jobs
platform

PMSによる労働時間管理

BMSによる入荷待ちなどの
ドライバー待機時間の削減

TMSによる配送業務の可視化



Ⅲ

2026年12月期
連結業績予想
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2026年12月期連結業績予想

前期比2 0 2 6年 1 2月期
予 想

2 0 2 6 年 1 2 月 期
中 間 期 予 想

2 0 2 5 年 1 2 月 期
実 績

［百万円］

増減率増減額営業収益比金 額営業収益比金 額営業収益比金額

+10.0%+3,35436,87017,80033,515営 業 収 益

+4.1%+956.5%2,4005.7%1,0206.8%2,304営 業 利 益

+3.6%+836.3%2,3505.6%1,0006.7%2,266経 常 利 益

+0.5%+73.8%1,4103.3％5904.1%1,402親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益

58.5024.4858.18１ 株 当 た り
当 期 純 利 益 ［円］

+2.0015.006.0013.00配 当 金 額 ( 1 株 : 円 )

投資
成⾧を支える人財の確保・定着を目的として、

労働環境改善に2億円の投資を実施

成⾧
営業収益10％成⾧の継続
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株主還元

株主還元を経営上の重要な課題と
認識し、業績や事業拡大に向けた

資金需要に対応した内部留保の確保を

総合的に勘案

配 当 性 向 や D O E を 考 慮
し な が ら 、 ⾧ 期 的 に 安 定

し た 配 当 を 継 続

配
当
基
本
方
針

借入金返済等の
財務体質の強化に充てる

戦略的な成⾧投資に充当する

企 業 価 値 向 上 に 努 め る

内
部
留
保
資
金

※

2026年12月期の配当金額（予想）:１株当たり15.0円
中間配当:6.0円 期末配当:9.0円

※ 配当金額につきましては、
2025年10月1日付の株式分割の影響を考慮した金額を記載しております 。

4.5
6.06.5

8.5
11.0

8.5
9.0

17.2 17.8
19.1

22.3

25.6

2022年12月期 2023年12月期 2024年12月期 2025年12月期 2026年12月期

中間配当（円） 期末配当（円） 配当性向（％）

（予定）

（予想）13.0
15.0
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中期経営計画 2028の全体像
【トップメッセージ】

「運ばない物流®」とデータ・AI活用を軸に生活物資特化3PLとしての企業価値創造を加速
― 2030年を見据えた成⾧ストーリーと資本政策 ―

なぜ今か（環境・必然性）

• 供給制約の⾧期化:
2024年問題・人手不足で
物流再設計が必需

• DX投資の加速:
荷主側でデータ整備・可視化
と投資判断が急務

なぜ今か（環境・必然性）

• 供給制約の⾧期化:
2024年問題・人手不足で
物流再設計が必需

• DX投資の加速:
荷主側でデータ整備・可視化
と投資判断が急務

なぜ当社か（独自性）

• 生活物資特化×ストック型:
安定需要を捉え、継続取引で
基盤を構築

• 「運ばない物流®」×Jobs:
現場改善を標準化し、
総コスト最適化を継続

なぜ当社か（独自性）

• 生活物資特化×ストック型:
安定需要を捉え、継続取引で
基盤を構築

• 「運ばない物流®」×Jobs:
現場改善を標準化し、
総コスト最適化を継続

どう伸ばすか（成⾧の柱）

• 全国展開:拠点・ネット
ワークを拡大し提供力を強化

• Jobs・AI:現場データを活かし
生産性・付加価値を向上

• M&A:物流×テック×コンサル
を補完し価値提供を拡張

どう伸ばすか（成⾧の柱）

• 全国展開:拠点・ネット
ワークを拡大し提供力を強化

• Jobs・AI:現場データを活かし
生産性・付加価値を向上

• M&A:物流×テック×コンサル
を補完し価値提供を拡張

何を目指すか（目標・資本政策・還元）

 2030年の姿 :生活物資特化3PLプラットフォーマーへ進化
 2028年目標 :営業収益450億円・営業利益30億円・営業利益率6.8%
 資本効率 :ROICを高め、資本コストを上回る価値創造を継続
 財務健全性 :自己資本比率40%超を目安に投資余力を確保
 株主還元 :増配志向を軸に、配当性向24.6%・DOE4.0%
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⾧期ビジョン 2030（2030年の姿）

｢運ばない物流®｣とデータ・AI活用を促進し、新たな物流価値を創造
ビーインググループ 2030年の姿

「運ばない物流®」の全国展開と拠点整備により国内インフラ網を構築し、
Jobsとデータ･AI活用で生産性を高め、データネットワーク構想を通じて
生活物資特化3PLとしての地位と物流プラットフォームの土台を築く

全国拠点ネットワーク

• ｢運ばない物流®｣の全国展開 
• 物流拠点の整備ҩ標準化

生産性高度化

• Jobsの機能拡張と運用標準 
• 庫内／配送／要員をデータで最適化

物流プラットフォーム基盤

• データネットワーク構想の推進 
• 荷主・運送・倉庫をつなぐ共通基盤
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外部環境・リスク

需要増・
案件増

小口多頻度化・積載率低下が進み、
荷主は“運ばない”設計（在庫配置・
配送最適化）を求める

物流構造変化:
物流2024年問題・人手不足／
マルチチャネル化

法令／
開示対応

規制・要請の加速により、CO₂データ整備と
削減策の実装が取引の前提になりつつある

環境:
カーボンニュートラル
（可視化・削減要求の強まり）

投資規律・
BCP

供給・輸送の分断に備え、BCP（代替運用）と
意思決定プロセスの標準化が必要

レジリエンス:
地政学・災害等の不確実性

戦略設計の前提となる重点論点

運用品質の高度化

標準化と改善サイクル
（KPI／PDCA）の確立

運用品質の高度化

標準化と改善サイクル
（KPI／PDCA）の確立

データ×投資の計画化

データ整備と投資優先順位
（ROI／回収）の明確化

データ×投資の計画化

データ整備と投資優先順位
（ROI／回収）の明確化

レジリエンス強化

有事前提の体制・意思決定・
代替運用（BCP）の整備

レジリエンス強化

有事前提の体制・意思決定・
代替運用（BCP）の整備

物流2024年問題やカーボンニュートラル、人手不足などの構造変化は
当社の成⾧機会を広げる一方で、法令対応･データ整備･投資･有事体制
の同時強化を求めており、これらを前提に｢運ばない物流®｣の戦略と
投資計画を設計
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中期経営方針（2026～2028）
財務･株主･顧客･組織の4つの視点を連動させ、量の拡大と質の変革を
同時に進めることで、生活物資特化3PLとしての成⾧と企業価値向上を
支える経営基盤を構築

量の拡大と質の変革による⾧期成⾧を支える4つの視点 

ｃｃｃｃｃ

ｃｃｃｃｃ ｃｃｃｃｃ

ｃｃｃｃｃ

強固な
経営基盤

自己資本比率40％超を維持し
ROIC10％以上を継続

配当性向30％･DOE5％を
⾧期的に目指し、継続的還元

既存深耕と新規開拓で
顧客ﾎﾟｰﾄﾌｫﾘｵの質と広がりを高める

ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞと現場ﾘｰﾀﾞｰを強化し
成⾧を支える組織へ

財務の安全性 株主還元

顧客との関係 組織改革
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中期経営方針（2026～2028）_株主還元

⾧期的に目指す水準

配当性向 30％
DOE 5％

※ 配当金額につきましては、2025年10月1日付の株式分割の影響を考慮した金額を記載しております 。

成⾧投資と財務健全性のバランスを前提に、配当性向 30%を基本に、
DOE 5%を⾧期的に目指す水準として、成⾧に応じて配当を引き上げ
ながら、安定的な株主還元の拡充を図る

5.8 6.5
8.5

11.0 12.0 13.0
15.4

17.2 17.8
19.1

20.5
21.8

24.3

3.3 3.2 3.7 4.0 3.7 3.5 4.0

2021 2022 2023 2024 2025 2026 2028

1株当たり配当金（円）

配当性向（％）

DOE（％）

配当金と配当性向とDOEの推移

DOE5％の位置づけ
自己資本効率と株主還元を両立
させる指標としてDOE5％を目指す

成⾧投資とのバランス
成⾧投資と財務健全性を前提に、
安定的な増配を基本とする

本ページの数値は暫定です。確定後に再計算・更新
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成⾧戦略→ 重点テーマ

 成⾧戦略 

上場以来掲げてきた｢生活物資への集中｣｢全国展開を見据えた基盤構築｣
｢量の拡大と質の変革｣の3つの成⾧戦略を軸に、｢運ばない物流®｣モデル
の価値とスケールを向上

重点テーマとして実行 

1. 拠点展開
（点→面、未進出エリア立上げ）

2. Jobs／AI
（生産性・付加価値の向上、外販）

3. M&A
（物流・テック・コンサルの3領域）

① 生活物資に特化した物流への
経営資源の集中投資

② 全国への展開を見据えた
物流基盤の構築

③ 量の拡大と質の変革による
⾧期成⾧イメージ
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重点テーマ

成⾧戦略に基づく、｢運ばない物流®｣の価値創造に向けた３つの重点テーマ 

拠点展開･Jobs･M&Aの3つの重点テーマを連動させることで、｢運ばない
物流®｣の価値を中⾧期で高め、生活物資特化3PLとしての事業ポート
フォリオと収益基盤を進化

１. 生活物資に特化した
｢運ばない物流®｣拠点の展開

３. M&Aの強化による
新たな物流価値の創造

２. Jobs機能の向上による
｢運ばない物流®｣の価値向上
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中期経営目標（2026～2028）_2028到達点

成⾧ロードマップを着実に実行し、営業収益年平均2桁成⾧を目指し、
営業利益率6％超を維持しつつ、拠点展開･人材確保定着･Jobsの高度化･
M＆Aを強化し、次の飛躍の土台を築く
営業収益10％成⾧・営業利益率6％超の継続 成⾧投資と両立 

2028年
（計画）

 営業収益:450億円

（CAGR2025→202810％）

 営業利益: 30億円

（CAGR2025→202810％）

 営業利益率:6.8％

200
230

263
301

335
370 450

5.6 5.7
6.8 7.4 6.8 6.3 6.8

2021 2022 2023 2024 2025 2026 20282028.12
（計画）

2026.12
（予想）

2025.12
（実績）（億円）

450370335営業収益

30.723.623.0営業利益

6.8%6.3％6.8%営業利益率

30.723.622.6経常利益

18.714.213.9当期純利益

38.532.430.6EBITDA

営業収益(億円)

営業利益率(％)

※金額:台未満切捨て。％:小数点第一位未満切捨て。（CAGR等の率計算は実数に基づき算出しているため、表示値からの単純計算と一致しない場合があります）





ビーイングホールディングス

中期経営計画 2028

株式会社ビーイングホールディングス（東証 スタンダード：9145）

2026年2月13日

－｢運ばない物流 ®｣で価値創造を加速－
2 0 3 0 年 を 見 据 え た 成 長 ス ト ー リ ー と 資 本 政 策

【確認】
2025.12期、OPMの向上に変化、
【2030年のありたい姿】を見据え・・・・・

2020.12→2024.12【⇗】
2025.12【⇘】

2026.12～2028.12【⇒】

中長期ビジョン（2030年の姿）
▽

中長期経営計画 2028
▽

中期経営方針（2026～2028）
▽

成長戦略と重点テーマ
▽

中長期成長ロードマップ
▽

中長期経営目標
2028年＆2030年

中計公表の目的＊株主が数年単位で株式を保有し
続ける判断材料になるような、再現性と持続性の
ある成長の見通し（＝企業価値が中長期で上がり
続ける蓋然性）を示すこと

① 成長ドライバーが明確で、複数ある（伸び方の理屈
がある）・・・拠点展開、プロダクト（Jobs）/AI、
M&Aなど「何で伸ばすか」を明示

② 競争優位が持続する（差別化が一過性でな
い）・・・「運ばない物流®」×データ・AI活用で価値
創造、という独自性

③ 需要の安定性・景気耐性がある（業績のブレが小さ
い）・・・生活物資に特化し、取扱量が比較的安定
しやすい“ストック型”の性格を持たせる

④ 利益成長と資本効率が伴う（規模だけでなく“質”が
上がる）・・・利益率・ROICの改善、ROICが
WACCを上回る状態を継続して価値創造、という考
え方

⑤ 資本政策・株主還元に予見可能性がある（長期で
持ちやすい設計）・・・DOE等の方針、成長投資と
財務健全性のバランス、安定的還元の拡充方針

⑥ リスク対応と実行体制が語られている（計画倒れを
避ける設計）・・・2024年問題、人手不足、環境
対応、BCP等を前提に投資計画・体制を設計する、
といった整理

【備忘】
2026年の

業績予想反映

➢ 2025実績
➢ 2026業績予想
➢ 2027？
➢ 2028計画

DRAFT｜ 数値暫定

×
長

（注記）計画期間：2026~2028／ 2030：将来像

（注記）中期経営計
画 2028 対象期間：

2026–2028 ／
2030：将来像（定

性中心）

社外取から【本計画
は2026～2028年を
対象期間とする中期

経営計画であり、
203年に姿を長期ビ

ジョンとして示
す。】

追記
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Disclaimer

本資料には、将来の見通しに関する記述が含まれています。これらの記述は、当該記述を作成し

た時点における情報に基づいて作成されたものにすぎません。さらに、こうした記述は、将来の

結果を保証するものではなく、リスクや不確実性を内包するものです。実際の結果は環境の変化

等により、将来の見通しと大きく異なる可能性があることにご留意ください。

上記の実際の結果に影響を与える要因としては、国内外の経済情勢や当社の関連する業界動向等

が含まれますが、これらに限られるものではありません。

今後、新しい情報・将来の出来事等があった場合において、当社は、本資料に含まれる将来に関

するいかなる情報についても、更新・改訂を行う義務を負うものではありません。

また、本資料に含まれる当社以外に関する情報は、公開情報等から引用したものであり、かかる

情報の正確性、適切性等について当社は何らの検証も行っておらず、またこれを保証するもので

はありません。

※端数の処理について、単位未満を切捨て、パーセントは小数点第一位未満を切捨てとしております。
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株主・投資家の皆様へ

昨今株主の皆様より、長期株式保有するための当社の成長性や、「運ばない物
流」とは
何か、についてお問い合わせをいただくことが多く、この度、株主様との対話を
メインとした
中長期経営計画を策定いたしました。

当社は、営業収益の10%成長の目標を掲げ、
上場来増収増益を続けてまいりました。
しかしながら、2024年問題による物流業界の再編、
カーボンニュートラル実現へ向けた対応の強化、
人手不足等の事業環境の中、
当社の更なる成長を目指すべく、
中期経営計画を策定いたしました。

「運ばない物流®」で、さらなる価値を創造し、
物流プラットフォーマーへと進化すべく、
2030年を見据えた成長ストーリーと
資本政策を計画しております。

平素より格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。

当社は2020年12月に上場以降、｢営業収益の年率10%成長｣を目標に掲げ、

増収増益を継続してまいりました。

しかしながら、いわゆる物流の2024年問題、カーボンニュートラル対応の強化、

人手不足など、物流業界を取り巻く環境は大きく変化しています。

これらは当社の成長機会を広げる一方、法令対応・体制整備・データ整備・投資の

同時強化が求められる局面でもあります。

当社はこうした環境変化を前提に、｢運ばない物流®｣とデータ･AI活用を軸とした

価値創造をさらに加速し、2030年を見据えた成長ストーリーと資本政策を整理した

｢中期経営計画 2028｣を策定いたしました。

2026〜2028年は将来の収益力向上に向けた基盤強化を優先するため、

先行投資が増える局面となり、短期的には利益率改善のペースが緩やかとなる

可能性があります。

一方で、投資の優先順位と進捗を可視化し、ROICを軸に投資対効果を検証しながら、

資本効率の悪化を抑制してまいります。

さらに、自己資本比率40%前後を目安とした財務健全性を維持しつつ、

配当性向30%を基本とし、DOE5%は長期的に目指す水準として段階的に運用する

方針の下、株主還元の継続性と方針の明確性を高めてまいります。

本資料では、株主・投資家の皆様から特にご関心の高い

｢長期保有に資する成長性｣および｢運ばない物流®とは何か｣について、

分かりやすくご説明いたします。

引き続きご支援を賜りますよう、お願い申し上げます。

構成
①御礼→
②実績→
③環境変化→
④計画策定→
⑤資料の狙い→
⑥支援依頼

【確認】
変更しています ＃２

プラス内容

本計画期間は将来の収益力向上

に向けた基盤投資を優先するた

め、短期的には利益率改善の

ペースが緩やかとなる可能性が

あります。こうした局面におい

ても、自己資本比率40%前後を

目安とした財務健全性を維持し

つつ、配当性向30%・DOE5%を

中長期目標とする方針の下、株

主還元の継続性と方針の明確性

を高めてまいります。

代表取締役社長 喜多 甚一

×
長

DOE5%は
中長期目標

変更
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Agenda

※… 中期経営計画 2028の全体像

※… 上場からの軌跡

※… 外部環境・リスク

Ⅰ… 中期経営方針（2026〜2028）

Ⅱ… 成長戦略と成長ロードマップ（2026〜2028）

Ⅲ… 中期経営目標（2026〜2028）

Ⅳ… 長期ビジョン 2030（2030年の姿）

Ⅴ… サステナビリティ目標

Appendix

確定
前

×
長

×
長

×
中長
期

×
長

＋
Ⅴ…

ESG目標
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中期経営計画 2028の全体像

【備忘】
2030年の

定量目標はなし

2030年目標 ：
営業収益617億
円・営業利益63
億円・営業利益
率10％超

“全部盛り”すると重
複し、

全体像は“導線を作
るに徹する

【トップメッセージ】

「運ばない物流®」とデータ・AI活用を軸に生活物資特化3PLとしての企業価値創造を加速

― 2030年を見据えた成長ストーリーと資本政策 ―

なぜ今か（環境・必然性）

• 供給制約の長期化：

2024年問題・人手不足で

物流再設計が必需

• DX投資の加速：

荷主側でデータ整備・可視化

と投資判断が急務

なぜ当社か（独自性）

• 生活物資特化×ストック型：

安定需要を捉え、継続取引で

基盤を構築

• 「運ばない物流®」×Jobs：

現場改善を標準化し、

総コスト最適化を継続

どう伸ばすか（成長の柱）

• 全国展開：拠点・ネット

ワークを拡大し提供力を強化

• Jobs・AI：現場データを活かし

生産性・付加価値を向上

• M&A：物流×テック×コンサル

を補完し価値提供を拡張

何を目指すか（目標・資本政策・還元）

✓ 2030年の姿 ：生活物資特化3PLプラットフォーマーへ進化

✓ 2028年目標 ：営業収益450億円・営業利益31億円・営業利益率7.0%

✓ 資本効率  ：ROICを高め、資本コストを上回る価値創造を継続

✓ 財務健全性  ：自己資本比率40%超を目安に投資余力を確保

✓ 株主還元  ：増配志向を軸に、配当性向26.9%・DOE4.4%

【備忘】
変更しました

【
備
忘
】
変
更
し
ま
し
た
自
己
資
本
比
率

40
%以
上

×
長

変更



© 2026 Being Group
6

上場からの軌跡 【2020.12期 2025.12期】

厳しい事業環境下においても、｢運ばない物流®｣モデルへの集中と
既存顧客の深耕･新規開拓を進めることで、収益･利益･顧客･拠点･輸送力
のすべてで着実な拡大を実現

営業収益の成長

上場初年度183億90百万円

から335億円へ拡大

営業利益の成長

上場初年度7億55百万円

から23億円へ拡大。

安定的に利益を創出

顧客基盤の拡大

取引金額1億円超企業

22社から30社へ増加。

既存顧客の取引シェア

拡大と新規顧客開拓を

推進

物流拠点の増強

上場初年度 44拠点

から71拠点へ増加。

既存エリア深耕と

新規エリア進出で

物流インフラを拡充

輸送力の強化

上場初年度1,009台

から1,724台へ増強。

協力会社は300社を

超える

1.8倍 2.9倍

30社 71拠点 1,724台

Ref: F-1, A-4, A-5

【備忘】
〇「上場初年度」
（2020.12期）
●「上場後初年

度（2021.12

期）」

【備忘】
実績値の見え方が揺れ
ている（端数・年度・
丸め）p7：2025へ
「330億円」p31：2025

が「333億円」p7：上場
初年度183.9億
p31の時系列は2021が
200億で始まっており、
“上場初年度＝何年か”
の整合が取れていませ
ん。

【備忘】 上場
決算期2020.12

期 2025.12期

【備忘】
2025.12期
確定値！
修正＆
再計算

本ページの数値は暫定です。確定後に再計算・更新

335

23
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外部環境・リスク

物流構造変化：

物流の2024年問題・人手不足

／マルチチャネル化

小口多頻度化・積載率低下が進み、

荷主は“運ばない”設計（在庫配置・

配送最適化）を求める

需要増・

案件増

環境：

カーボンニュートラル

（可視化・削減要求の強まり）

規制・要請の加速により、CO₂データ整備と

削減策の実装が取引の前提になりつつある

法令／

   開示対応

レジリエンス：

地政学・災害等の不確実性
供給・輸送の分断に備え、BCP（代替運用）と

意思決定プロセスの標準化が必要

投資規律・

          BCP

戦略設計の前提となる重要論点

運用品質の高度化

標準化と改善サイクル
（KPI／PDCA）の確立

データ×投資の計画化

データ整備と投資優先順位
（ROI／回収）の明確化

レジリエンス強化

有事前提の体制・意思決定・
代替運用（BCP）の整備

【確認】
変更しています＃２

リード文の要素をわ
かりやすく反映

一般論＋貴社

投資家に訴求

物流の2024年問題やカーボンニュートラル、人手不足などの構造変化は
当社の成長機会を広げる一方で、法令対応･データ整備･投資･有事体制
の同時強化を求めており、これらを前提に｢運ばない物流®｣の戦略と
投資計画を設計



Ⅰ 中期経営方針
      （2026〜2028）



© 2026 Being Group
9

中期経営方針（2026〜2028）

財務･株主･顧客･組織の4つの視点を連動させ、量の拡大と質の変革を
同時に進めることで、生活物資特化3PLとしての成長と企業価値向上を
支える経営基盤を構築

量の拡大と質の変革による長期成長を支える4つの視点

ｃｃｃｃｃ

ｃｃｃｃｃ ｃｃｃｃｃ

ｃｃｃｃｃ

強固な
経営基盤

自己資本比率40％超を維持し
ROIC10％以上を継続

配当性向30％･DOE5％を
長期的に目指し、継続的還元

既存深耕と新規開拓で
顧客ﾎﾟｰﾄﾌｫﾘｵの質と広がりを高める

ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞと現場ﾘｰﾀﾞｰを強化し
成長を支える組織へ

財務の安全性 株主還元

顧客との関係 組織改革

何をやる→何が良くなる 【確認】
変更しています

４視点

連動性意識

情報粒度揃える

変更
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29.4

33.7
35.1

38.9 40.1

2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028

自己資本比率の推移と目標レンジ

中期経営方針（2026〜2028）_財務の安全性

現状と課題

収益性：

  ROE･ROICは業界水準を

概ね上回る

健全性：

  自己資本比率は業界平均比

  で改善余地

→下限40%の定着が課題

ROE･ROICで資本コスト超の収益性を維持しつつ、自己資本比率40％超を
運用レンジとして定着させ、投資余力を確保し攻守のバランスの取れた
財務運営を徹底

財務運営の3つの軸

資本収益性×安全性

 ROICと自己資本比率を両立

自己資本の効率運用

余剰資本を抑え、投資・還元に配分

レバレッジの戦略的活用

適正水準を管理し、成長投資に備える

本ページの数値は暫定です。確定後に再計算・更新

【確認】
変更しています

上下の要素の
ページ分割も検討中

情報の階層が弱く、「主張」が埋もれる

大きな矢印は強いが、

下：3つの軸

運用下限：

自己資本比率 40%

現状：ROIC･ROEは業界水準を

概ね上回る

課題：自己資本比率は改善途上

方針：自己資本比率｢下限40%｣

で財務運営

狙い：守りを固め、成長投資･

M&Aの実行力を高める

×余剰資
本を抑
え,、
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中期経営方針（2026〜2028）_株主還元

長期的に目指す水準

配当性向 30％

DOE 5％

※ 配当金額につきましては、2025年10月1日付の株式分割の影響を考慮した金額を記載しております 。

成長投資と財務健全性のバランスを前提に、配当性向 30%を基本に、
DOE 5%を長期的に目指す水準として、成長に応じて配当を引き上げ
ながら、安定的な株主還元の拡充を図る

5.7 6.5
8.5

11.0
13.0

15.0

15.3

17.2 17.8
19.1

22.3

25.6

26.9

3.4 3.3 3.6 4.0 4.1 4.1 4.4

2021 2022 2023 2024 2025 2026 2028

1株当たり配当金（円）

配当性向（％）

DOE（％）

配当金と配当性向とDOEの推移

DOE5％の位置づけ

自己資本効率と株主還元を両立

させる指標としてDOE5％を目指す

成長投資とのバランス

成長投資と財務健全性を前提に、

安定的な増配を基本とする

投資計画とキャッシュアロケーション（成長投資×
還元×健全性）
狙い：「DOE5%と言いつつ、投資は足りる？」
「M&A資金は？」

「キャッシュアロケーション方針（2026～2028）」
営業CFの使途：

1. 成長投資（拠点・設備）
2. IT/データ/AI投資（Jobs強化）
3. M&A（選択的）
4. 株主還元（DOE/配当性向）

財務規律：自己資本比率40%前後を軸に運用（p13

の主張と接続）
～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

キャッシュアロケーション方針（成長投資 × M&A 

× 株主還元）
優先順位（基本方針）
① 成長投資（拠点・設備）
② IT/データ投資（Jobs・AI）
③ 選択的M&A（シナジー重視）
④ 株主還元（DOEを軸に段階強化）

財務規律
・自己資本比率40%前後を目安に、安全性と投資余
力を両立

【備忘】

2025.12期
確定値！

修正再計算

2026.12期
予想値！

本ページの数値は暫定です。確定後に再計算・更新

テキスト、
全体バラ
ンス変更

21.0

（予定） （予定）
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上位顧客の深耕でシェア拡大

• ABM＊で重要顧客ごとの提案を強化

中期経営方針（2026〜2028）_顧客との関係

■
新
規
顧
客

全国展開に向けた｢点から面｣への拡大

• 既存顧客からの紹介を起点とした高品質な
新規開拓

• 将来の成長ドライバーとなる中堅～大手企
業を重点ターゲット

• 新エリアでの統合センター展開と組み合わ
せ、面での収益基盤を構築

■
既
存
顧
客

上位顧客の深耕による成長スピード加速

• お取引企業の約85％が既存顧客

• 上位10社は売上1兆円規模の大手企業群

• アカウントベースドマーケティング＊によ

り、上位顧客のシェア拡大を重点的に推進

重要顧客との個社深耕(ABM)と、紹介を起点とした新規顧客開拓を組み
合わせ、生活物資に特化した取引ネットワークを全国へ広げることで、
収益性と安定性の両立を図る

＊ABM：アカウントベースドマーケティング：重要顧客ごとに戦略を設計し、個社単位で深耕を行う手法

既存顧客 【上位10社】

既存顧客 他

新規顧客

営業収益構成（既存・新規顧客別）
• 約８割は既存顧客上位10社既存顧客

新規顧客

紹介起点で質の高い新規案件を全国に展開

• 中長期の成長ドライバーとなる顧客を育成

既存顧客【上位10社】：売上1兆円規模の大手

• 当社シェアは小さく、深耕余地大

• 深耕がトップライン拡大の最優先

【備忘】
変更しました
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中期経営方針（2026〜2028）_組織改革

組織強化と人財育成による、持続的成長の基盤構築

マーケティング機能の強化

専門部署の設置

現場リーダーの明確化・育成

職長制度の導入

安心して働ける職場づくり

労働環境の改善

➢ 既存・新規顧客との関係性を

体系的に管理・可視化

➢ 分析に基づく提案活動で顧客

満足度と案件獲得力を高める

➢ 現場単位の統制力と問題解決

力を強化

➢ 人財育成とキャリアパスを

明確化し、組織の成長力を

高める

➢ ドライバーの時間外労働を

月60時間以内に抑えつつ、

給与水準の維持・向上を図る

➢ 労働環境を充実し、業界平均

レベル以上の待遇を目指す

マーケティング機能の強化、現場リーダーの育成、労働環境の改善を通
じて、人が成長し定着する職場をつくり、｢運ばない物流®｣の成長を支え
る持続的な組織基盤を構築



Ⅱ 成長戦略・

成長ロードマップ

（2026〜2028）

×
中長
期

+
      （ 2 0 2 6 ～ 2 0 2 8 ）

テキスト
位置変更、
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成長戦略→ 重点テーマ

成長戦略

上場以来掲げてきた｢生活物資への集中｣｢全国展開を見据えた基盤構築｣
｢量の拡大と質の変革｣の3つの成長戦略を軸に、｢運ばない物流®｣モデル
の価値とスケールを向上

重点テーマとして実行

1. 拠点展開

（点→面、未進出エリア立上げ）

2. Jobs／AI

（生産性・付加価値の向上、外販）

3. M&A

（物流・テック・コンサルの3領域）

① 生活物資に特化した物流への

       経営資源の集中投資

② 全国への展開を見据えた

       物流基盤の構築

③ 量の拡大と質の変革による

      長期成長イメージ
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重点テーマ

成長戦略に基づく、｢運ばない物流®｣の価値創造に向けた３つの重点テーマ

拠点展開･Jobs･M&Aの3つの重点テーマを連動させることで、｢運ばない
物流®｣の価値を中長期で高め、生活物資特化3PLとしての事業ポート
フォリオと収益基盤を進化

１. 生活物資に特化した
｢運ばない物流®｣拠点の展開

３. M&Aの強化による
新たな物流価値の創造

２. Jobs機能の向上による
｢運ばない物流®｣の価値向上

Ref: C-4, D-3, E-4

変更
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成長ロードマップ（2026〜2028）

生活必需品に対象を絞り、在庫･倉庫･配送設計を統合運用することで、
景気変動に左右されにくい取扱量が安定したストック型ビジネスとして、
取扱商品数とエリア拡大がそのまま収益成長につながるモデルを構築

生活物資に特化した物流の事業メリット

◆ 稼働率が安定

需要が読みやすい／固定費を吸収

◆ 成長ドライバーが明確

品目×エリア＝取扱増

◆ 運営効率が上がる

在庫･人員･配送を一括管理

◆ 拠点展開が再現可能

標準運用を横展開

◆ ストック性が高い

長期取引で取扱量安定

１. 生活物資に特化した｢運ばない物流®｣拠点の展開

スライドのテーマと
合致しないので削除します。次スライドへ

メーカー

小売企業

大手卸売企業

ストック型成長の根拠

需要安定
→ 計画が立つ

品目追加が容易
→ 取扱拡大

予測が効く
→ 効率化

横展開（配送網）
→ エリア拡大

生活物資特化 × 拠点展開 × 統合＝ ストック型成長

品目×エリア拡大→取扱量増

大手卸・小売との長期取引
→ 取扱が継続

【確認】
変更しています

投資家に訴える構成
に変更

稼働率、固定費吸収、
取扱量、効率、横展

開、ストック性

ご検討ください
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成長ロードマップ（2026〜2028）

物流センター･業務･情報を統合して一元運用し、在庫･配送･作業を
標準化することで、欠品やムダ配送を抑え、｢運ばない物流®｣を再現可能
な運用モデルとして横展開する

運ばない物流の解決アプローチ

業務の標準化・
一括管理

物流拠点の統合

ガバナンス：責任所在の明確化
（欠品・ムダ配送抑制）

責任の明確化

情報の一元化
（データ統合）

１. 生活物資に特化した｢運ばない物流®｣拠点の展開

Ref: B-5, B-6, B-11

効果
仕組
み 追加案「運ばない物流®」の定量効果（匿名事例）狙

い：「結局、顧客にいくら効くのか？」
「『運ばない物流®』の効果（Before/After：匿名事

例）」
Before：倉庫・配送が分散／検品・荷役・在庫管理が
重複／責任区分が曖昧After：統合センター＋一括管理

で重複を排除／欠品・ムダ配送を抑制
改善KPI：配送便数：▲X～Y%

荷役工数：▲X～Y%

欠品率：▲Xbp

物流費：▲X%

CO₂：▲X%

ビジュアル案
～～～～～～～～～～～～～～～～～

Before（課題）
・拠点分散により輸送が繰り返され、検品・荷役・在

庫管理が重複
・責任分界が曖昧で欠品・やり直しが発生

After（運ばない物流®）
・統合センター＋一括管理で重複工程を削減

・責任分界と情報を統合し、欠品とムダ配送を抑制

改善（例：レンジ表記で可）
・配送便数：▲X～Y%

・荷役工数：▲X～Y%

・欠品率：▲Xbp

・物流費：▲X%

・CO₂：▲X%

レイアウト指定
左：Before図、右：After図
中央：KPI5つ（アイコン＋数値）

追加案「運ばない物流®の仕組み（所有権移動
×Jobs）」狙い：「なぜ当社だけができるのか」
Jobsの話に自然につなぐ
所有権移動＋Jobs（WMS/TMS/PMS）で仕組みを説明。
「『運ばない物流®』の仕組み：統合センター×Jobs

（WMS/TMS/PMS）」
商品の責任（所有権）をシステム上で移動し、責任分
界を明確化
構内作業＝WMSで一括管理、輸送＝TMSで最適化
工程別の生産性・費用＝PMSで見える化（顧客と同じ
指標で議論）→ p25へ

～～～～～～～～～～～～～～～～～～
運ばない物流®の仕組み：責任の明確化 × Jobs（デー
タ統合）
運ばない物流®は「統合」と「責任」と「情報」を
“仕組み”で実装する

① 統合：メーカー・卸・小売の分散倉庫を統合セン
ターへ集約
② 責任：商品への責任（責任区分）を明確化し、欠
品・やり直しを抑制
③ 情報：Jobsで現場データを一元化し、現場・本部・
顧客が同じ指標で改善を回す

（実装例）
・倉庫（WMS）／輸配送（TMS）／工程別生産性
（PMS）を統合し、可視化→改善へ

上：統合センター（Before/After）
中：責任分界の明確化（矢印＋「責任の所在」ラベ
ル）
下：Jobs（WMS/TMS/PMS）→ KPI可視化
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成長ロードマップ（2026〜2028）

既存エリアでは既存拠点同士の連携を強めて「点から面」への展開を図り、
未進出エリアでは生活物資に適した新拠点の立ち上げから着手することで、
全国レベルの｢運ばない物流®｣インフラを段階的に構築

１. 生活物資に特化した｢運ばない物流®｣拠点の展開

｢運ばない物流®｣の展開方法

未進出エリア

東北3県／中国四国へ進出
TC（点）の開設
新規顧客獲得
既存顧客のシェアアップ
M&Aで加速

既存エリア

点から面への拡大により
自社物流拠点を開設

点から面への拡大
（TC⇒DC⇒SCM）
既存顧客のシェアアップ

Ref: C-1, C-2, C-3, C-4, C-5

• 拠点連携を強化し、

TC⇒DC⇒SCMへ拡大

• 既存顧客のシェアアップ

既存エリア＊点→面へ

• 東北3県／中国四国へ進出

• TC(点)の開設＋新規顧客獲得

• M&Aで加速

未進出エリア＊新拠点立ち上げ

東北3県

中国四国

既存エリア 未進出（進出候補）未進出エリア
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成長ロードマップ（2026〜2028）

生産性･輸配送･倉庫･CO₂･勤怠･品質などの現場データをJobsで一元管理し、
生産性とコストを見える化することで、現場と本部、顧客が同じ指標で
議論できる基盤を整え、業務効率とサービス品質を向上

Jobs platform

生産性管理システム･輸配送･倉庫･CO₂･勤怠･品質など、現場データをJobsで一元管理

PMS TMS

WMS

CMS

BMS

PMS
（勤怠）

QMS

DMS

輸配送管理システム生産性管理システム

バース管理システム

倉庫管理システム

CO2排出量管理システム

勤怠管理システム

品質管理システム

下払い管理システム

Jobs
platform

２. Jobs機能の向上による｢運ばない物流®｣の価値向上

Ref: D-1, D-4, D-11, D-12

×
中長
期

+
      （ 2 0 2 6 ～ 2 0 2 8 ）
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成長ロードマップ（2026〜2028）

Jobsデータを活用したAI需要予測やローカルLLMによる店舗業務の省力化、
機能モジュールの外販を通じて、現場生産性の向上と｢運ばない物流®｣の
設計力強化、そしてシステム・サービス収益の拡大を同時に実現

データネットワークセンター構想への布石となる3つの取り組み

AI需要予測と
シフト自動作成

➢ Jobsデータを使ったAI
需要予測で、物量予測
とシフト作成を自動化
する

店舗バックヤード
業務の削減

➢ ローカルLLMとJobsを
組み合わせ、店舗発注
などバックヤード業務
を省力化する

外販と業務最適化
ソリューション

➢ Jobs機能をモジュール
化し、同業他社への展
開と業務最適化サービ
スに活用する

２. Jobs機能の向上による｢運ばない物流®｣の価値向上

Ref: D-5, D-6, D-7, D-3

Jobs外販の“収益モデル”とGo-to-Market

狙い：Jobs/AIが「コスト削減」だけで
なく「収益化」に繋がる
「Jobs外販：提供形態・価格モデル・展
開ステップ」
提供形態：モジュール
（WMS/TMS/PMS等）＋業務最適化
サービス
価格モデル例（例示で可）：拠点課金／
ユーザー課金／成果連動（コンサル含
む）
展開ステップ：PoC→自社展開→共同顧
客→同業外部へ（2026～2028のロード
マップに紐付け）

×
中長
期

+
      （ 2 0 2 6 ～ 2 0 2 8 ）
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成長ロードマップ（2026〜2028）

在庫情報と消費データをリアルタイムで共有する｢データネットワーク
センター｣を構築し、正確な需要予測と地域の消費データ共有を通じて、
業界全体のムダを削減するとともに、災害時の必要物資確保に貢献する
新たな社会インフラを目指す

２. Jobs機能の向上による｢運ばない物流®｣の価値向上

データネットワークセンター構想の3つのポイント

① 正確な需要予測

➢ 正確な需要予測が可能になり、リアル

店舗の在庫を消費者が確認できる

② 地域の消費データ共有とムダ削減

➢ 地域の消費データを共有し、業界全体

のムダ（輸送・燃料等）を削減する

③ BCP 対策

特定地域の在庫量を把握することで、

災害時等でも必要物資を確保しやすくする

⚫ 「在庫／需要データを共有」「リアルタイムで可視化」

メーカー

卸売
業者

中間
流通
業者

小売
業者

データ
ネットワーク
センター

Ref: D-9, D-10, D-12, D-13

×
中長
期

+
      （ 2 0 2 6 ～ 2 0 2 8 ）
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成長ロードマップ（2026〜2028）

財務バランスを守りながら、Jobs･コンサルとのシナジーが高い企業を
対象に選択的M&Aを実行し、CEO直轄のM&A推進室を中心とした
一貫体制で、生活物資特化3PLとしての提供価値と収益基盤を強化

基本方針とM&A体制

基本方針

◼ 財務バランスを踏まえた戦略的投資の

実行

◼ 収益シナジーの高い企業を対象とした

選択的M&A

◼ Jobs･コンサル機能に付加価値をもたらす

案件を優先

M&A体制

◼ 専門部署「M&A推進室」の設置により、

案件の発掘・精査・実行まで一貫体制

を構築

◼ CEO直轄のもと、紹介会社・既存顧客

からの案件情報を集約し、迅速に検討

CEO

M&A推進室

紹介会社 顧客

M&A推進室

３. M&Aの強化による新たな物流価値の創造

×
中長
期

+
      （ 2 0 2 6 ～ 2 0 2 8 ）
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成長ロードマップ（2026〜2028）

生活物資に強みを持つ物流会社、システム販売･導入ノウハウを持つ物流
テック会社、物流コンサル会社との連携･M&Aを通じて、
Jobs外販とコンサル有償化を推進し、｢運ばない物流®｣の価値を高める
新たな物流ソリューションを創出

３. M&Aの強化による新たな物流価値の創造

M&Aの財務規律とPMI“勝ち筋”
狙い：「M&Aは分かったが、失敗しな
い設計は？」

「M&Aの投資規律とPMI（100日プラ
ン）」
• 投資規律（例示）：自己資本比率・

レバレッジのレンジ、のれん方針、
IRR/回収年数

• PMI：Jobs展開、オペ標準化、KPI
統合、クロスセル（コンサル有償
化）

• 組織：CEO直轄推進室の役割（p28

の体制説明の補強）

p29で「Jobs単体販売が進んでいな
い」が課題として明記されています。
→ 「どう儲けるか」
Jobs外販：提供形態・価格モデル・展
開ステップ
提供形態
・モジュール提供（WMS/TMS等）＋
業務最適化（導入・運用支援）

価格モデル（例：どれかに寄せる）
・拠点課金／ユーザー課金／成果連動
（削減額シェア）

展開ステップ（2026→2028）
・自社高度化 → 共同顧客で展開 → 外
部顧客へ拡大

対象
領域

物流
（生活物資・温度帯）

物流テック
（販売・導入・保守）

物流コンサル
（方法論・人材）

現状

生活物資・温度帯案件の引合いが
増える一方、対応エリア/温度帯の
キャパに制約

Jobs料金が受託費に内包され、
単体販売が進みにくい

コンサル費用が人件費ベースの
実費請求にとどまる

狙い
• オーガニック成長の加速
• 収益基盤の強化

• Jobs外販強化
• システムビジネス化

• コンサル有償化
• 高付加価値サービスへの転換

獲得

• 生活物資領域の配送基盤
• 温度管理（冷凍・チルド）

配送ノウハウ

• 販売・導入・保守ノウハウ
• システム人材／パートナー網

• 提案・実行ノウハウ

• 専門人材

効果
取扱量・対応領域を拡張し、
トップラインを底上げ

Jobsの販売・展開を加速し、
ストック収益化を推進

ノウハウをパッケージ化し、
有償メニュー化→受託へクロスセル

投資規律：シナジー明確化／統合難易度の管理／価格規律／のれん管理
※特定企業を示すものではありません

【確認】
変更しています

一瞥で理解するには
少し負荷が高いので

テキスト圧縮
視線導線

×
中長
期

+
      （ 2 0 2 6 ～ 2 0 2 8 ）



Ⅲ 中期経営目標

（2026〜2028）

×
長

+
      （ 2 0 2 6 ～ 2 0 2 8 ）
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中期経営目標（2026〜2028）_2028到達点

成長ロードマップを着実に実行し、営業収益10％成長を目指し、
営業利益率6％超を維持しつつ、拠点展開･人材確保定着･Jobsの高度化･
M＆Aを強化し、次の飛躍の土台を築く

営業収益10％成長・営業利益率6％超の継続 成長投資と両立

2028年
（計画）

➢ 営業収益：450億円

（CAGR2025→202810％）

➢ 営業利益： 31億円

（CAGR2025→202810％）

➢ 営業利益率：7.0％

200
230

263
301

335
368 450

5.6 5.7
6.8 7.4 6.8 6.5 7.0

2021 2022 2023 2024 2025 2026 2028（億円）
2025.12
（実績）

2026.12
（予想）

2028.12
（計画）

営業収益 335 368 450

営業利益 23.0 24.0 31.5

営業利益率 6.8% 6.5％ 7.0%

経常利益 22.6 23.5 31.5

当期純利益 14.0 14.1 18.7

EBITDA 30.6 32.1 39.3

Ref: F-2, F-3, F-4, F-11, H-1

数値目標へのブリッジ（売上・利益率の“内訳”）
「471億・41億へどう積み上げるのか？」
「2025→2028 計画の内訳（成長ドライバー×利益率
改善）」
売上の橋渡し（ウォーターフォール推奨）
• 既存顧客深耕（ABM）
• 新拠点の寄与（新規エリア＋既存の点→面）
• 新サービス寄与（Jobs外販／コンサル等）
利益率改善の要因分解（右側ミニ図）
• 生産性（標準化・多能工化）
• ミックス（付加価値サービス比率）
• 運用品質（欠品・やり直し削減）
～～～～～～～～～～～～～～
営業収益の成長（内訳）
① 既存顧客深耕（ABM）：上位顧客の取引シェア拡
大
② 拠点展開：点→面＋未進出エリア立上げ
③ 付加価値：Jobs／業務最適化／コンサルの有償化

営業利益率の改善（内訳）
・生産性：標準化・多能工化・改善サイクル
・ミックス：付加価値サービス比率の上昇
・品質：欠品・やり直し削減によるコスト構造改善

レイアウト指定
左：売上（ウォーターフォール）
右：利益率（要因分解：3つの箱）

【備忘】

2025年の実績＆
2026年の

業績予想反映

➢ 2025実績
➢ 2026業績予想
➢ 2027？
➢ 2028計画

【備忘】

6.5％超

中長期成長

【備忘】

売上（ウォーターフォール）
営業利益・利益率（要因分解）

本ページの数値は暫定です。確定後に再計算・更新

営業収益(億円)

営業利益率(％)

×
長

+
      （ 2 0 2 6 ～ 2 0 2 8 ）

＋

2025→2028

利益のCAGは
9％台

× 折れ
線グラフ
2027の

利益率の
ドット 

再度
変更

※金額：台未満切捨て。％：小数点第一位未満切捨て。（CAGR等の率計算は実数に基づき算出しているため、表示値からの単純計算と一致しない場合があります）

追記

表内数
値変更
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中期経営目標（2026〜2028）_営業収益

営業収益の推移と増分内訳

Ref: F-2, F-3, F-4, F-11, H-1

数値目標へのブリッジ（売上・利益率の“内訳”）
「471億・41億へどう積み上げるのか？」
「2025→2028 計画の内訳（成長ドライバー×利益率
改善）」
売上の橋渡し（ウォーターフォール推奨）
• 既存顧客深耕（ABM）
• 新拠点の寄与（新規エリア＋既存の点→面）
• 新サービス寄与（Jobs外販／コンサル等）
利益率改善の要因分解（右側ミニ図）
• 生産性（標準化・多能工化）
• ミックス（付加価値サービス比率）
• 運用品質（欠品・やり直し削減）
～～～～～～～～～～～～～～
営業収益の成長（内訳）
① 既存顧客深耕（ABM）：上位顧客の取引シェア拡
大
② 拠点展開：点→面＋未進出エリア立上げ
③ 付加価値：Jobs／業務最適化／コンサルの有償化

営業利益率の改善（内訳）
・生産性：標準化・多能工化・改善サイクル
・ミックス：付加価値サービス比率の上昇
・品質：欠品・やり直し削減によるコスト構造改善

レイアウト指定
左：売上（ウォーターフォール）
右：利益率（要因分解：3つの箱）

【備忘】

2025年の実績＆
2026年の

業績予想反映

➢ 2025実績
➢ 2026業績予想
➢ 2027？
➢ 2028計画

【備忘】

売上（ウォーターフォール）
営業利益・利益率（要因分解）

本ページの数値は暫定です。確定後に再計算・更新 要因分析の提示予定（テンプレート）

グラフ
始点：2025年（実績）
中継：2026年（予想）
終点：2028年（計画）

×
長

+
      （ 2 0 2 6 ～ 2 0 2 8 ）

再度
変更

335 
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16.9 

24.5 

10.0 

21.4 

1.5 

2.1 

300

320

340

360

380

400

420

440

460

2025年

（実績）

Ｍ＆Ａ

（増分）

新規業務

（増分）

前期稼働

（増分）

既存拡大

（増分）

物流以外

＋調整

2026年

（予想）

Ｍ＆Ａ

（増分）

新規業務

（2年）

通期化

（2年）

既存拡大

（2年）

物流以外

＋調整

2028年

（計画）

(億円)
＋33.0 ＋82.0

M&Aと新規取引の獲得を起点に、立上げ通期化で増分を積み上げ、既存
取引の深掘りで伸びを継続させる「獲得→通期化→深掘り」の成長構造で
営業収益を拡大

要因解説（前年差の増分）

• M&A増分  ：M&Aによる連結寄与の増加分（前年差）

• 新規業務増分 ：当期に新規獲得した案件の増分

• 通期化増分  ：前年立上げ案件の通期寄与による増分（前年差寄与）

• 既存拡大増分 ：既存顧客の物量・範囲拡大（深掘り）による増分

• 物流以外＋調整 ：物流以外の増減＋端数調整を集約した差分

2頁
に分
割
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中期経営目標（2026〜2028）_営業利益・営業利益率

営業利益・営業利益率の推移

Ref: F-2, F-3, F-4, F-11, H-1

数値目標へのブリッジ（売上・利益率の“内訳”）
「471億・41億へどう積み上げるのか？」
「2025→2028 計画の内訳（成長ドライバー×利益率
改善）」
売上の橋渡し（ウォーターフォール推奨）
• 既存顧客深耕（ABM）
• 新拠点の寄与（新規エリア＋既存の点→面）
• 新サービス寄与（Jobs外販／コンサル等）
利益率改善の要因分解（右側ミニ図）
• 生産性（標準化・多能工化）
• ミックス（付加価値サービス比率）
• 運用品質（欠品・やり直し削減）
～～～～～～～～～～～～～～
営業収益の成長（内訳）
① 既存顧客深耕（ABM）：上位顧客の取引シェア拡
大
② 拠点展開：点→面＋未進出エリア立上げ
③ 付加価値：Jobs／業務最適化／コンサルの有償化

営業利益率の改善（内訳）
・生産性：標準化・多能工化・改善サイクル
・ミックス：付加価値サービス比率の上昇
・品質：欠品・やり直し削減によるコスト構造改善

レイアウト指定
左：売上（ウォーターフォール）
右：利益率（要因分解：3つの箱）

【備忘】

2025年の実績＆
2026年の

業績予想反映

➢ 2025実績
➢ 2026業績予想
➢ 2027？
➢ 2028計画

【備忘】

売上（ウォーターフォール）
営業利益・利益率（要因分解）

本ページの数値は暫定です。確定後に再計算・更新
要因分析の提示予定（テンプレート）

グラフ
始点：2025年（実績）
中継：2026年（予想）
終点：2028年（計画）

×
長

+
      （ 2 0 2 6 ～ 2 0 2 8 ）

再度
変更

23.0 24.0 

31.5 

6.8 6.5
7.0

2025年

（実績）

2026年

（予想）

2028年

（計画）

営業利益（億円） 営業利益率（％）

2026年は投資フェーズとして必要な先行投資･移行期コストを織り込む一方、
稼働率向上と生産性・品質改善で回収を進め、2027〜2028に収益性を回復
させ、営業利益の拡大と営業利益率の回復･向上

収益性を回復・強化する道筋（投資→回収）

• 投資先行：

拠点・人材・IT/Jobsを織り込み、回収前提

で運用

• 稼働率：

通期化・面展開で固定費吸収を進める

• 改善回収：

工数/件・誤出荷/欠品の改善で粗利を底上げ

• 費用規律：

先行投資を織り込みつつ、販管費の増分を

抑制

2頁
に分
割
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中期経営目標（2026〜2028）_価値創造ロジック

収益規模の拡大に加え、利益率とROICの向上で「質を伴う成長」を実現し、
強固な財務基盤を維持しながらDOEを軸に株主還元を段階的に強化する
ことで、資本コスト超過リターンの創出と市場評価の向上を目指す

ROE

目標：20%

2025/12期

19.1%
2030/12期
（計画）

22.4%

ROIC

目標：10%以上
                  継続

2025/12期
11.4％

2030/12期
（計画）

15.6％

PBR

目標：３倍以上

2025/12期
2.1倍

2030/12期
（計画）

3.1倍

PER

目標：20倍

2025/12期
12.0倍

2030/12期
（計画）

15.5倍

✓ 営業収益成長以上に営業利益が伸びる設計（利益率改善が主因）

✓ ROIC＞WACCの継続で価値創造を定着

✓ 自己資本を厚くしつつ、DOEで還元を段階的に強化

理論上 PBR = PER × ROE。2030で
は PER15.5 × ROE22.4% = 3.47 に

対し、PBRは 3.1。

2030年

➢ 営業収益：617億円

（CAGR 13％）

➢ 営業利益： 63億円

（CAGR 21％）

➢ 営業利益率：10％超

Ref: F-6, F-7, F-10, F-8, H-1

ROIC

価値創造

目標：12.7%

（WACC：6.4%）

2028年 財務目標

ROE

収益性

目標：16.6%

自己資本比率

健全性

目標：45.8%

（D/E：0.41倍）

DOE

還元

目標：4.4%

（配当性向：26.9%）

【備忘】
【確認】

内容は適切か？

【確認】
変更事例ます

ご検討ください

×
長

+
      （ 2 0 2 6 ～ 2 0 2 8 ）

再度
変更
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中期経営目標（2026〜2028）_資本配分方針

営業キャッシュフローを起点に、運転資金の安定確保と成長投資を最優先
しつつ、規律あるM&Aを機動的に実行し、強固な財務基盤のもと配当性向
優先で還元を強化することで、企業価値の持続的向上を図る

成長と財務健全性を両立させる戦略的キャピタルアロケーション

営業
キャッシュフロー

保有現預金

有利子負債の活用

運転資金

成長投資

株主還元

戦略投資

キャッシュ・イン キャッシュ・アウト

• インフラネットワーク網の拡充

• 物流拠点の拡大

• Jobs＋AI 研究開発

• データネットワーク構想

• 人財投資

• 配当性向計画26.9％

• DOE計画４.4%

• M＆Aによるインオーガニックな
成長投資の実施

×
長

+
      （ 2 0 2 6 ～ 2 0 2 8 ）

DOE
４％
に修
正

再度
変更



Ⅳ 長期ビジョン 2030

      （2030年の姿）

×
中

＋

2030
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長期ビジョン 2030（2030年の姿）

｢運ばない物流®｣とデータ・AI活用を促進し、新たな物流価値を創造

ビーインググループ 2030年の姿

「運ばない物流®」の全国展開と拠点整備により国内インフラ網を構築し、
Jobsとデータ･AI活用で生産性を高め、データネットワーク構想を通じて
生活物資特化3PLとしての地位と物流プラットフォームの土台を築く

「結局、何をやる会社になるのか」 【確認】
変更しています

短文化

全国拠点ネットワーク

• ｢運ばない物流®｣の全国展開

• 物流拠点の整備･標準化

生産性高度化

• Jobsの機能拡張と運用標準

• 庫内／配送／要員をデータで最適化

物流プラットフォーム基盤

• データネットワーク構想の推進

• 荷主・運送・倉庫をつなぐ共通基盤

×
中

＋

2030



Ⅴ サステナビリティ目標
×
長

+
      （ 2 0 2 6 ～ 2 0 2 8 ）
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サステナビリティ目標 _環境（E）

2030年･2040年の中間目標を起点に、再エネ化と低炭素化の施策を着実に
実装することで、Scope1･2排出量の削減を確度高く積み上げ、2050年の
カーボンニュートラル達成を実現

環境（E）目標：2030/2040/2050の削減ロードマップ

◆目標 2030年
Scope1・2 

▲48%
（2019年比）

2040年
Scope1・2

 ▲80%
（2019年比）

2050年
カーボン

ニュートラル
（Scope1・2）

◆主要施策

再エネ化  ：2030年までに自社保有拠点の使用電力を再エネ由来へ

低炭素化  ：低環境負荷車両の導入拡大と効果検証

ﾊﾞﾘｭｰﾁｪｰﾝ ：｢運ばない物流®｣等を通じ、

顧客・ｻﾌﾟﾗｲﾔｰの排出削減に貢献（含、Scope3）

Ref: G-1, G-2, G-3, G-4

再度
変更

変更
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サステナビリティ目標 _社会（S）

ドライバー･現場スタッフが安心して働き続けられる環境を整備し、人材の
定着と生産性向上、安全リスクの低減を両立するため、人的資本と安全に
関する主要KPIを設定し、2030年に向けて継続的な改善

社会（S）目標：人的資本・安全のKPIを期限付きで運用

領域 KPI 目標年度 目標値

人権・多様性
外国籍従業員比率 2030年度 10%以上

女性管理職比率 2030年度 10%以上

働きやすさ

有休取得率 2030年度 80%以上

育休取得率（男性） 2030年度 85%以上

育休取得率（女性） 2030年度 100%

安全

重大事故 毎年度 0件

貨物事故 毎年度 0件

自動車事故（規則第2条） 毎年度 0件

Ref: G-5, G-6

再度
変更

変更
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サステナビリティ目標 _ｺｰﾎﾟﾚｰﾄ･ｶﾞﾊﾞﾅﾝｽ（G）

独立社外取締役の関与と多様性を高めることで取締役会の監督機能を高度
化し、意思決定の透明性･客観性を強化することで、資本市場からの信頼と
企業価値の持続的向上を図る

ｺｰﾎﾟﾚｰﾄ･ｶﾞﾊﾞﾅﾝｽ（G）目標：
取締役会の独立性・多様性を強化し、監督機能を高度化

注）数値：現状：2025年 中間：2028年度 目標：2030年度

取締役会人数

6名 8名 9名

独立社外取締役

2名(33%) 4名(50%) 5名(55%)

＊方針：1/3以上を維持

女性役員

0名(0%) 1名(12%) 2名(22%)

独立性

➢ 指名･報酬委員会は独立社外が過半

➢ 選解任・報酬決定の客観性を担保

透明性

➢ 重要議案の審議プロセスを明確化

➢ 監督と説明責任を強化

推進体制

➢ サステナビリティ委員会を継続運用

➢ リスク・コンプライアンス委員会で統括

Ref: G-7

＊時間軸｜現状（2025年） 中間（2028年） 目標（2030年）



Appendix

株式会社ビーイングホールディングス（東証 スタンダード：9145）

2026年2月13日

【備忘】
2025.12確定値
の反映、全て揃
えてください

【備忘】
中長期ビジョン（2030年の姿）

中長期経営計画 2028
中期経営方針（2026〜2028）

成長戦略と
中長期成長ロードマップ

中長期経営目標
2028年＆2030年

【備忘】
免責事項のスラ

イド
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会社概要1

社 名 株式会社ビーイングホールディングス 【英文名】BEING HOLDINGS CO.,LTD.

本 社

金沢本社 ¦ 石川県金沢市専光寺町レ3-18

TEL：076-268-1110／FAX：076-268-6631

東京本社 ¦ 東京都千代田区大手町1-1-1 大手町パークビルディング7階
TEL：03-6259-1830／FAX：03-6259-1831

代 表 者 代表取締役社長 喜多 甚一（キタ シゲカズ）

設 立 1986年9月17日

資 本 金 696,121千円（2025年12月末時点）

従 業 員 数

連結1,012名 （1,528名）（2025年12月末現在）
従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当
社グループへの出向者を含む。）であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの
派遣社員、季節工を含む。）は、最近１年間の平均人員を（）外数で記載

事 業 内 容

グループ会社の経営管理

ビーインググループ ¦ 物流事業

そ の 他

| 物流センター運営、コンサルティング業務

| 旅客事業等

微調
整
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会社概要2

グループ企業

名称 事業内容 資本金 議決権の所有割合

① (株)アクティー

物流事業

80百万円 100.0％

② (株)福井アクティー 30百万円 100.0％

③ (株)東京アクティー 80百万円 100.0％

④ (株)コラビス 80百万円 100.0％

⑤ (株)Ａ２ロジ 5百万円 51.0％

⑥ (株)横浜ＬＳＰ 30百万円 100.0％

⑦ (株)オリエンタル 旅客事業 10百万円 100.0％

⑧ (株)Ｇａｐｐａ システム開発 5百万円 100.0％

⑨ (株)べプロ 保険代理業 3百万円 100.0％

⑩ (株)田川自動車 自動車整備業 6百万円 100.0％

⑪ 北陸物流効率化事業協同組合 燃料販売業 0百万円
35.7％

（28.5％）※1 ※2

※1 議決権の所有割合の（）内は、間接所有割合で内数
※2 議決権の所有割合は100分の50以下であるが、実質的に支配しているため子会社としたもの

微調
整
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会社沿革

Ref: G-7

成長の軌跡（沿革ハイライト）

ロジスティクスの6つの機能（輸送・保管・包装・荷役・流通加工・情報システム）を
自社で一貫して手掛けることで独自の物流事業を展開

⚫ 輸送力（車両台数）⚫ 拠点数

• 2017 東京本社開設（全国展開フェーズへ）
• 2020 東証二部上場（現スタンダード市場）
• 2021–2025    全国のTC/DC・低温拠点を拡充（関東→全国展開を加速）

関東地方へ、そして全国展開
                              同業他社へ3PL事業をプロデュース【4PL】も展開

卸の物流センター下請から卸・小売向け3PL事業へ
北陸から東海・関西地方へ事業エリア拡大

運送
事業

• 1986 創業（生活物資物流の起点）

• 2005 金沢本社・金沢SCMセンター開設（北陸の基幹拠点）
• 2007 白山SCMセンター（現 白山第1センター）開設（拠点型3PLを強化）
• 2011 白山第2SCMセンター開設（3温度帯対応の拡充）
• 2012 商号変更（グループ経営強化）／体制整備（機能内製・一気通貫運用の基盤）

本ページの数値は暫定です。確定後に再計算・更新

グラフ
化しま

す

グラフ
化しま

す

51
58 58 59

71

2021/12 2022/12 2023/12 2024/12 2025/12

1,073 
1,253 

1,377 
1,520 

1,724 

309 305 305 315 335 

2021/12 2022/12 2023/12 2024/12 2025/12

内、自社

グラフ化
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財務ハイライト1

18,390 
20,029 

23,022 

26,322 

30,190 

33,515 

4.1

5.5 5.6

6.8
7.4

6.8

2020/12 2021/12 2022/12 2023/12 2024/12 2025/12

営業収益（百万円）/営業収益営業利益率（％）

営業収益（百万円） 営業収益営業利益率

755 

1,117 
1,301 

1,796 

2,243 2,304 

2020/12 2021/12 2022/12 2023/12 2024/12 2025/12

営業利益（百万円）

営業利益（百万円）

470 

851 873 

1,123 

1,374 1,402 

2020/12 2021/12 2022/12 2023/12 2024/12 2025/12

親会社株主に属する当期純利益（百万円）

親会社株主に属する当期純利益（百万円）

グラ
フの
横軸
修正

795 

1,207 
1,376 

1,817 

2,257 2,266 

2020/12 2021/12 2022/12 2023/12 2024/12 2025/12

経常利益（百万円）

経常利益（百万円）

再度
変更

数字
追記
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財務ハイライト2

3,512 
4,300 

5,105 
6,209 

7,498 
8,662 

24.8

29.4

33.7
35.1

38.9
40.1

2020/12 2021/12 2022/12 2023/12 2024/12 2025/12

純資産（百万円）/自己資本比率（％）

純資産（百万円） 自己資本比率（％）

13,601 14,088 14,562 
16,845 

18,222 
20,266 

2020/12 2021/12 2022/12 2023/12 2024/12 2025/12

総資産（百万円）

148.8 
179.3 

208.9 
248.1 

294.7 
337.7 

25.8 

37.3 37.5 

47.6 

57.4 58.1 

2020/12 2021/12 2022/12 2023/12 2024/12 2025/12

１株当たり純資産（円）/１株当たり当期純利益（円）

1株当たり純資産（円） 1株当たり当期純利益（円）

6.3

8.7 9.6
11.5

12.8
11.7

17.9
22.6

19.2
20.7 21.1

18.3

2020/12 2021/12 2022/12 2023/12 2024/12 2025/12

総資産経常利益率（％）/自己資本当期純利益率（％）

総資産経常利益率（％） 自己資本当期純利益率（％）

再度
変更

数字
追記

グラ
フの
横軸
修正

※ 2025年10月1日付の株式分割の影響を考慮した金額を記載しております 。
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物流拠点

Ref: G-7

◆ 2025年12月末時点

◼22都 府 県 71物 流 拠 点 を 展 開

金沢SCMセンター （金沢市）

白山第１センター （白山市）

白山第２センター （白山市）

白山第３センター （白山市）

福井SCMセンター （永平寺町）

北関東SCMセンター （前橋市）

富山SCMセンター （前橋市）

自社所有｜7センター

・・・の中の数字は各都府県の

拠点数を示す

北陸に強い基盤を築き、東北から関西まで

1

1

2

4

2

67

15

1

2

5

5

2

22
1

1
3

3

2

3

1
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運ばない物流®

「運ばない価値を提供する」を追求し、

「運ばない物流® 」が生まれた

｢運ばない物流®｣の誕生

➢ モノの移動を最小限にする仕組み

➢ 「モノを運ぶ」考え方から「いかに運ばないか」へ

お客様は運ぶことに

「価値」を感じていないと気付く

とある日の
お客様の声

物流費分だけ赤字に
なるから
取りに来てくれたら
いいのに、、、
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拠点間で輸送を繰り返し、
検品・荷役・在庫管理が重複

従来の物流の課題

生産地

消費地
（店舗）

メーカー

中間流通業
（卸売）

小売業

⇒各物流センター

人手不足やコスト増の
深刻化

運ばない物流®

業務非統
一・情報
非連携・
責任分散
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運ばない物流®

●物流業務が外部委託や複数業者に分散される

ため、拠点間の連携が弱く輸送が増える

●特に小売業では、店舗毎に納品タイミング

や条件が異なるため、統合が難しい

物流業務の

アウトソースと分業

在庫の分散管理

●自社の在庫を自社拠点で管理するため、

商品が複数拠点を経由

●需要予測のズレ、リードタイムの不一致による

過剰在庫や欠品リスクが生じる

●各事業者が、各々独立した物流拠点や

在庫管理体制を持っている
●業界慣習や契約上の責任分担により、

物理的な所有権移転（＝距離間の移動）

が必要とされる

サプライチェーンの縦割り

構造による責任所在の分散

拠点間で輸送を繰り返す原因

業務非統
一・情報
非連携・
責任分散
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運ばない物流®

業務プロセス

非統一

情報

非連携

責任の所在

分散

・在庫・配送・受発注情報がシステム的に統合されていない

・データの非連携により、物理的な確認作業（検品・棚卸）が重複

・トラブルに備え、各社が自社で再確認する体制が根強い

メーカー

・検品・荷役・流通加工などの作業が都度個別に行われている

中間流通業

（卸売）
小売業

業務が重複・分散している原因

業務非統
一・情報
非連携・
責任分散

フォント
サイズ変

更、

フォント
サイズ変

更、
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メーカー・卸・中間流通・小売の
倉庫を1つに集約

効率化とコスト削減を実現

生産地
消費地

（店舗）

運ばない物流®

｢運ばない物流｣のイメージ図
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運ばない物流®

情報システム

流通加工

包装

輸送 荷役

保管

６つの物流工程を１つの拠点に集約

【WMS】
構内作業を一括管理

【TMS】
配送ルート・タイミングを
データで最適化

【PMS】
各作業工程の
生産性・費用を見える化

商品の所有権を
システム上で移動

【お客様と共有】
自社開発の「Jobs」で
見える化・DX化

「運ばない物流」の仕組み
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運ばない物流®

創業当初からの
顧客との強固な

信頼関係

信頼

生活物資に特化し
てきたことによる
ノウハウの蓄積

Jobsに蓄積された
データを活用した

提案力と
課題解決力

専門性 データ

ビーインググループがなぜできるのか
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成長戦略

成長戦略①

生活物資に特化した物流への経営資源の集中投資

成長戦略②

全国展開を見据えた物流基盤の構築

成長戦略③

量の拡大と質の変革による長期成長イメージ
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〇 生活物資特化のメリット 〇

➢ 景気に左右されず、取扱量が安定している

➢ 取扱商品数の増加やエリアの拡大が収益増につながる

➢ 需要が予想しやすく、コスト削減や効率化がしやすい

成長戦略① 生活物資に特化した物流への経営資源の集中投資

運ばない物流による
シェアアップに注力

長くお取引が続く

ストック型ビジネス

大手
卸売企業
小売企業

既存

新規受託 既存拡大

既存

通年稼働

新規受託

既存

既存

既存拡大

通年稼働

新規受託

既存拡大
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成長戦略② 全国への展開を見据えた物流基盤の構築

既存エリアの受託業務拡大（点から面への拡大）

TC（通過型）

顧客の需要により
賃貸で開設

SCMセンター【自社拠点】

物流ノウハウを最大限導入し、
エリア一体を担う自社物流拠点
を開設

DC（在庫型）

顧客の調整・需要により
大型センターへ移転

年間４〜８の新規業務を目指す

点から面への拡大(イメージ)
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現 在 将 来

3PLビジネスの
スピーディーな拡大

サプライチェーン
全体のデザイン力を拡充する

技術・システム
開発

➢ 拠点間物流を合理化

顧客
拡大

エリア
拡大

M&A

「データネットワークセンター」
構築

➢ モノに関する様々なデータを

収集・管理・分析し、サプライチェーン

 に携わる事業者同士を繋げ、

クラウド上で管理

「質」

の
変
革

「質」

の
変
革

「量」

の
拡
大

「量」

の
拡
大

ＡＩやＩoＴを使った省力化設備や高生産性・高品質の業務フロー
DtoC、オムニチャネルに対応する物流ビジネス研究開発研究開発

成長戦略③ 量の拡大と質の変革による長期成長イメージ

「DXプラットフォーム」を同業他社へ提供

「小売りビジネスの物流プラットフォーマー」
目指す

➢ 3PL事業をプロデュースして

サプライチェーン全体を管理する

「4PL」事業及び、

「DXプラットフォーム」を同業他社へ提供
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